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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

  

(注) １．当社は中間連結財務諸表を作成していないので、中間連結会計期間または連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移に

ついては、記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 
３．潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 
４．純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用
しております。 

  

回次 第104期中 第105期中 第106期中 第104期 第105期 

会計期間 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成19年 
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

自 平成18年 
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日 

売上高 千円 13,203,740 16,419,103 20,986,972 29,324,727 40,883,858 

経常利益 〃 475,166 338,829 422,061 1,342,001 1,415,318 

中間(当期)純利益 〃 267,244 191,903 220,171 762,633 802,616 

持分法を適用した場合
の 
投資利益又は投資損失
(△) 

〃 △9,282 △28,445 △29,793 53,702 29,521 

資本金 〃 1,360,000 1,854,000 1,854,000 1,854,000 1,854,000 

発行済株式総数 千株 10,400 12,400 12,400 12,400 12,400 

純資産額 千円 4,213,053 6,010,150 6,576,317 6,001,224 6,548,636 

総資産額 〃 12,327,472 13,744,517 14,202,373 14,277,761 14,586,440 

１株当たり純資産額 円 406.03 485.68 531.44 484.96 529.20 

１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

〃 25.75 15.50 17.79 71.32 64.86 

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

〃 ― ― ― ― ― 

１株当たり配当額 〃 ― 5.00 5.00 11.00 13.00 

自己資本比率 ％ 34.2 43.7 46.3 42.0 44.9 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

千円 △283,058 1,227,197 △648,883 △582,084 1,239,685 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

〃 8,116 △45,036 △43,771 △5,857 △63,638 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

〃 △108,782 △722,186 243,137 371,969 △1,044,224 

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

〃 2,011,916 2,635,294 1,855,088 2,176,135 2,306,016 

従業員数 人 198 201 205 194 197 



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社グループ(当社および当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変更はあ

りません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

(平成19年９月30日現在) 

(注) 従業員数は就業人員数であります。 

  

(2) 労働組合の状況 

・当社の労働組合は、ラサ商事労働組合として昭和49年６月に結成され、現在の組合員は98人であります。なお、

全国商社労働組合連合会に加盟しております。 

・労働組合との間には、特記すべき事項はありません。 

  

従業員数(人) 205 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間の我が国経済は、資源価格の高騰が続き、米国のサブプライムローンに端を発する世界的な金融不安から為

替相場の急激な動きなどの懸念材料はありましたが、大企業の収益は堅調に推移し、これらを背景とした設備投資が続く中、

安定した雇用に支えられた個人消費も底堅く、全般的に景気は緩やかな拡大基調を継続していると思われます。 

 このような経済環境のもとで当社は、営業活動の積極的な展開と経営効率の向上に努力しました結果、売上高は209億86百万

円となり、前年同期に比べ45億67百万円（27.8％増）の増収となりました。 

 事業別の状況は次のとおりであります。 

 食糧・資源関連におきましては、売上高は158億85百万円となり、前年同期に比べ33億83百万円（27.1％）の増収となりまし

た。これは主に、製鋼原料の価格がＬＭＥニッケル相場に連動しており、このＬＭＥ価格の高騰により大幅な増収となりまし

た。 

 産機・建機関連におきましては、売上高は40億43百万円となり、前年同期に比べ５億76百万円（16.6％）の増収となりまし

た。これは主に、国内設備投資が好調に推移していることによるものです。 

環境設備関連におきましては、売上高は10億52百万円となり、前年同期に比べ６億８百万円（137.3％）の増収となりまし

た。これは主に、水砕スラグ製造設備の売上によるものです。 

その他におきましては、手数料収入が５百万円となり、前年同期と比べ０百万円（△8.7%）の減収となりました。これは主

に、保険代理店取扱いにおける、保険料の減収によるものです。 

売上総利益は19億３百万円となり、前年同期に比べ１億８百万円（6.0％）の増益、営業利益では４億４百万円となり、前

年同期に比べ78百万円（24.1％）の増益、経常利益では４億22百万円となり、前年同期に比べ83百万円（24.6％）の増益とな

りました結果、中間純利益２億20百万円となり、前年同期に比べ28百万円（14.7％）の増益により、当中間会計期間は増収増

益となりました。 

当期の見通しにつきましては、資源価格の高騰や原油価格の上昇による原材料費の上昇、米国に端を発する金融不安など、

懸念材料は多くありますが、民需、特に大企業は好調を維持しており、これらに支えられた景気は回復基調が続くと予想され

ます。 

 このような状況の中、事業別の見通しは次のとおりであります。 

 食糧・資源関連では、４月から６月にかけて高騰を続けておりました製鋼原料の価格は、現在は落着いた状態であり今後も

現在の状況が続くものと予想されます。 

 産機・建機関連では、公共事業関連で厳しい状況が予想されますが、売上の大半を占める民需関連は大企業の設備投資が好

調であり、下期もこの傾向は続くものと予想されます。 

 環境設備関連では、下期には水砕スラグ製造設備の大型工事の完成はないものの、高圧ピストンポンプ等の売上は好調に推

移するものと予想されます。 

  

  

  

  

(2) キャッシュ・フロー 

当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税引前中間純利益３億86百万円計上し、短期・

長期の借入による純増額12億42百万円等の資金の増加があったものの、法人税等の支払額４億40百万円、仕入債務の減少額５

億３百万円、社債の償還による支出９億円等による資金の減少があったため、前期末に比し４億50百万円減少の18億55百万円

となりました。 



また、当中間会計期間における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。 

    

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

     営業活動により発生した資金の減少は、６億48百万円となりました。 

これは主に、税引前中間純利益３億86百万円と売上債権の減少による79百万円の資金の増加等がありましたが、仕入債務

の減少５億３百万円、たな卸資産の増加による１億86百万円の資金の減少、法人税等の支払４億40百万円等によるもので

す。 

    

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動により発生した資金の減少は、43百万円となりました。 

     これは主に、有形固定資産の取得29百万円による資金の減少等によるものです。 

    

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

     財務活動により発生した資金の増加は２億43百万円となりました。これは主に、社債を含む借入金３億42百万円（純額）

の増加と支払配当金98百万円の減少によるものです。 

      

  



２ 【受注及び販売の状況】 

(1) 受注状況 

当中間会計期間における受注状況を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 販売実績 

当中間会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) 1. 前中間会計期間および当中間会計期間における輸出販売高割合が100分の10未満となったため、記載を省略しておりま

す。 

2. 前中間会計期間および当中間会計期間における、主な相手先別の販売実績および総販売実績に対する割合は、次のとおり

であります。 

3. 食糧・資源関連部門は主としてＬＭＥニッケル相場の高騰により増加しました。 

4. 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 仕入実績 

当中間会計期間における仕入実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はありま

せん。 

事業部門別 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％) 

食糧・資源関連 16,187,225 28.1 491,176 137.2 

産機・建機関連 4,857,656 21.6 2,641,537 61.1 

環境設備関連 1,455,334 31.9 2,047,866 0.2 

その他 5,182 △8.7 ― ― 

合計 22,505,398 26.8 5,180,580 33.2 

事業部門別 金額(千円) 前年同期比(％) 

食糧・資源関連 15,885,637 27.1 

産機・建機関連 4,043,885 16.6 

環境設備関連 1,052,266 137.3 

その他 5,182 △8.7 

合計 20,986,972 27.8 

相手先 

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％) 

三菱商事株式会社 9,003,019 54.8 12,470,989 59.4 

事業部門別 金額(千円) 前年同期比(％) 

食糧・資源関連 15,892,715 31.2 

産機・建機関連 2,987,310 10.7 

環境設備関連 388,018 4.0 

合計 19,268,044 26.9 



  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において、該当事項はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当中間会計期間の研究開発活動は、環境設備関連に関する水砕設備関係の沈降槽の技術データ収集を行いました。

当中間会計期間における研究開発費の総額は730千円であります。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間会計期間において、特記事項はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 49,600,000 

計 49,600,000 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 12,400,000 12,400,000
東京証券取引所
市場第一部 

― 

計 12,400,000 12,400,000 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高 
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 
(千円) 

平成19年４月１日～ 
平成19年９月30日 

― 12,400,000 ― 1,854,000 ― 1,612,131



(5) 【大株主の状況】 

(平成19年９月30日現在) 

  

(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

(平成19年９月30日現在) 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

大平洋金属株式会社 東京都千代田区大手町１丁目６番１号 1,040 8.38 

ラサ工業株式会社 東京都中央区京橋１丁目１番１号 1,000 8.06 

オールドミル ピーティーワイ 
リミテッド 
(常任代理人 大和証券エスエム
ビーシー株式会社) 

４－10 Bridge Street ,Pymble NSW 2073
Australia 
 (東京都千代田区丸の内１丁目８番１号) 

720 5.80 

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８番11号 662 5.34 

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿１丁目26番１号 470 3.79 

アトラス コプコ コンストラ
クション ツールズ エイビー 
 (常任代理人 大和証券エスエ
ムビーシー株式会社) 

S-105 23 Stockholm Sweden
  
 (東京都千代田区丸の内１丁目８番１号) 

400 3.22

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目２番１号 360 2.90

株式会社みずほ銀行 
（常任代理人 資産管理サービ
ス信託銀行株式会社） 

東京都千代田区内幸町１丁目１番５号
（東京都中央区晴海１丁目８番12号晴海アイ
ランドトリトンスクエアオフィスタワーＺ
棟） 

260 2.09 

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 257 2.07 

鴻池運輸株式会社 大阪府大阪市中央区備後町２丁目６番８号 250 2.01 

計 ― 5,420 43.71 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 

(自己保有株式) 
普通株式
25,400 

― ― 

(相互保有株式) 
普通株式   207,000 

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 12,166,100 121,661 ― 

単元未満株式 普通株式   1,500 ― １単元(100株)未満の株式 

発行済株式総数 12,400,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 121,661 ― 



② 【自己株式等】 

(平成19年９月30日現在) 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて役員の異動はありません。 

  

  

  

  

  

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 

(株) 

他人名義
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 
ラサ商事株式会社 

東京都中央区日本橋箱崎町
８番１号 

25,400 ― 25,400 0.20

(相互保有株式) 
大平洋機工株式会社 

千葉県習志野市東習志野
７丁目５番２号 

207,000 ― 207,000 1.67

計 ― 232,400 ― 232,400 1.87 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 659 657 630 610 557 539 

最低(円) 621 550 590 548 498 492 



第５ 【経理の状況】  

１．中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

  

２．監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の

中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間会計期間(平成19年４月

１日から平成19年９月30日まで)の中間財務諸表について、監査法人大手門会計事務所により中間監査を受けておりま

す。 

  

３．中間連結財務諸表について 

  「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第24号)第５条第２項により、当社

では、子会社の資産、売上高等からみて、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程

度に重要性が乏しいものとして、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

   



【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    
前中間会計期間末 
(平成18年9月30日) 

当中間会計期間末

(平成19年9月30日) 
前事業年度の要約貸借対照表 

(平成19年3月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

 (資産の部)                    

Ⅰ．流動資産                    

１．現金及び預金   2,635,294     1,855,088     2,306,016    

２．受取手形 ※2.4 1,769,905     1,868,097     1,991,697    

３．売掛金   3,898,782     5,079,270     5,057,772    

４．たな卸資産   2,205,861     2,180,898     1,996,796    

５．その他 ※３ 368,710     525,927     434,350    

貸倒引当金   △9,241     △2,171     △11,505    

流動資産合計     10,869,312 79.1   11,507,111 81.0   11,775,127 80.7

Ⅱ．固定資産                    

１．有形固定資産 ※1.2                  

(1) 賃貸用固定資産   181,854     179,180     176,356    

(2) 土地   575,293     575,293     575,293    

(3) その他   347,844     310,606     326,698    

有形固定資産合計   1,104,992     1,065,080     1,078,348    

２．無形固定資産   88,706     76,396     80,866    

３．投資その他の資産 ※２                  

(1) 投資有価証券   1,160,170     1,000,772     1,161,365    

(2) その他   558,020     571,203     509,102    

貸倒引当金   △36,686     △18,189     △18,369    

投資その他の資産 
合計   1,681,505   1,553,785 1,652,098   

固定資産合計     2,875,204 20.9   2,695,262 19.0   2,811,313 19.3

資産合計     13,744,517 100.0   14,202,373 100.0   14,586,440 100.0

           



  

  

    
前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末

(平成19年９月30日) 
前事業年度の要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

 (負債の部)                    

Ⅰ．流動負債                    

１．支払手形 ※４ 2,280,841     2,486,187     2,709,113    

２．買掛金   2,198,176     1,762,206     1,902,433    

３．短期借入金 ※２ 295,732     954,536     178,832    

４．賞与引当金   195,500     202,000     202,000    

５．その他   1,282,076     648,060     1,738,936    

流動負債合計     6,252,327 45.5   6,052,990 42.6   6,731,316 46.1

Ⅱ．固定負債                    

１．社債   550,000     330,000     450,000    

２．長期借入金 ※２ 126,936     550,100     83,670    

３．引当金                    

   退職給付引当金   692,492     613,983     649,475    

   その他の引当金   102,612     ―     113,343    

４．その他   10,000     78,982     10,000    

固定負債合計     1,482,040 10.8   1,573,065 11.1   1,306,488 9.0

負債合計     7,734,367 56.3   7,626,056 53.7   8,037,804 55.1

           



  

  

    
前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末

(平成19年９月30日) 
前事業年度の要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

 (純資産の部)                    

Ⅰ．株主資本                    

１．資本金     1,854,000 13.5   1,854,000 13.1   1,854,000 12.7

２．資本剰余金                    

(1) 資本準備金   1,612,131     1,612,131     1,612,131    

資本剰余金合計     1,612,131 11.7   1,612,131 11.4   1,612,131 11.1

３．利益剰余金                    

(1) 利益準備金   114,729     114,729     114,729    

(2) その他利益剰余金                    

固定資産圧縮 

積立金 
  44,178     42,851     42,851    

別途積立金   1,500,000     2,000,000     1,500,000    

繰越利益剰余金   676,681     848,025     1,226,849    

利益剰余金合計     2,335,589 17.0   3,005,606 21.1   2,884,430 19.8

４．自己株式     △8,835 △0.1   △8,857 △0.1   △8,857 △0.1

株主資本合計     5,792,885 42.1   6,462,880 45.5   6,341,705 43.5

Ⅱ．評価・換算差額等                    

１．その他有価証券 

  評価差額金 
    214,623 1.6   113,675 0.8   206,413 1.4

２．繰延ヘッジ損益     2,641 0.0   △239 0.0   518 0.0

評価・換算差額等 
合計    217,264 1.6 113,436 0.8   206,931 1.4

純資産合計     6,010,150 43.7   6,576,317 46.3   6,548,636 44.9

負債純資産合計     13,744,517 100.0   14,202,373 100.0   14,586,440 100.0

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度の要約損益計算書 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ．売上高     16,419,103 100.0   20,986,972 100.0   40,883,858 100.0

Ⅱ．売上原価     14,624,578 89.1   19,083,943 90.9   36,543,176 89.4

売上総利益     1,794,525 10.9   1,903,028 9.1   4,340,682 10.6

Ⅲ．販売費及び一般管理費     1,468,586 8.9   1,498,440 7.2   2,940,894 7.2

営業利益     325,938 2.0   404,588 1.9   1,399,788 3.4

Ⅳ．営業外収益 ※１   31,048 0.2   32,742 0.2   49,672 0.1

Ⅴ．営業外費用 ※２   18,156 0.1   15,269 0.1   34,142 0.1

経常利益     338,829 2.1   422,061 2.0   1,415,318 3.5

Ⅵ．特別利益 ※３   7,454 0.0   9,359 0.0   5,865 0.0

Ⅶ．特別損失 ※４   6,878 0.0   44,967 0.2   14,145 0.0

税引前中間(当期) 
純利益    339,405 2.1 386,453 1.8   1,407,038 3.4

法人税、住民税 
及び事業税    147,502 0.9 166,281 0.8   556,783 1.4

法人税等調整額 ※５   ― ―   ― ―   47,637 0.1

中間(当期)純利益     191,903 1.2   220,171 1.0   802,616 2.0

           



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 利益準備金 
その他利益剰余金 

固定資産圧縮積立金 

平成18年３月31日残高(千円) 1,854,000 1,612,131 114,729 45,749 

中間会計期間中の変動額         

剰余金の配当         (注)         

 固定資産圧縮積立金の取崩 (注)       △1,571 

 別途積立金の積立 (注)         

 中間純利益           

株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額(純額) 

          

中間会計期間中の変動額合計(千円)       △1,571 

平成18年９月30日残高(千円) 1,854,000 1,612,131 114,729 44,178 

  

株主資本 

利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 その他利益剰余金 
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 1,000,000 1,119,327 2,279,806 △8,835 5,737,102 

中間会計期間中の変動額           

 剰余金の配当 (注)   △136,120 △136,120   △136,120 

 固定資産圧縮積立金の取崩 (注)   1,571       

 別途積立金の積立 (注) 500,000 △500,000       

 中間純利益     191,903 191,903   191,903 

株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額(純額) 

            

中間会計期間中の変動額合計(千円) 500,000 △442,646 55,782   55,782 

平成18年９月30日残高(千円) 1,500,000 676,681 2,335,589 △8,835 5,792,885 

  
評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価差額金 繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) 264,121 ― 264,121 6,001,224 

中間会計期間中の変動額         

 剰余金の配当 (注)       △136,120 

 固定資産圧縮積立金の取崩 (注)         

 別途積立金の積立 (注)         

 中間純利益         191,903 

株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額(純額) △49,498 2,641 △46,857 △46,857 

中間会計期間中の変動額合計(千円) △49,498 2,641 △46,857 8,925 

平成18年９月30日残高(千円) 214,623 2,641 217,264 6,010,150 



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 利益準備金 
その他利益剰余金 

固定資産圧縮積立金 

平成19年３月31日残高(千円) 1,854,000 1,612,131 114,729 42,851 

中間会計期間中の変動額         

剰余金の配当                 

 別途積立金の積立           

 中間純利益           

株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額(純額) 

          

中間会計期間中の変動額合計(千円)         

平成19年９月30日残高(千円) 1,854,000 1,612,131 114,729 42,851 

  

株主資本 

利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 その他利益剰余金 
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成19年３月31日残高(千円) 1,500,000 1,226,849 2,884,430 △8,857 6,341,705 

中間会計期間中の変動額           

 剰余金の配当     △98,996 △98,996   △98,996 

 別途積立金の積立   500,000 △500,000       

 中間純利益     220,171 220,171   220,171 

株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額(純額) 

            

中間会計期間中の変動額合計(千円) 500,000 △378,824 121,175   121,175 

平成19年９月30日残高(千円) 2,000,000 848,025 3,005,606 △8,857 6,462,880 

  
評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価差額金 繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

平成19年３月31日残高(千円) 206,413 518 206,931 6,548,636 

中間会計期間中の変動額         

 剰余金の配当         △98,996 

 別途積立金の積立           

 中間純利益         220,171 

株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額(純額) △92,737 △757 △93,494 △93,494 

中間会計期間中の変動額合計(千円) △92,737 △757 △93,494 27,680 

平成19年９月30日残高(千円) 113,675 △239 113,436 6,576,317 



  

  

  

  

株主資本

資本金 
資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 利益準備金
その他利益剰余金 

固定資産圧縮積立金 

平成18年３月31日残高(千円) 1,854,000 1,612,131 114,729 45,749 

事業年度中の変動額         

剰余金の配当  
（前事業年度利益処分）  

          

剰余金の配当  
（当事業年度中間配当）           

 固定資産圧縮積立金の取崩 
（前事業年度利益処分）         △1,571 

固定資産圧縮積立金の取崩 
（当事業年度）         △1,326 

 別途積立金の積立           

 当期純利益           

自己株式の取得           

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額(純額)           

事業年度中の変動額合計(千円)       △2,897 

平成19年３月31日残高(千円) 1,854,000 1,612,131 114,729 42,851 

  

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計 その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 1,000,000 1,119,327 2,279,806 △8,835 5,737,102 

事業年度中の変動額           

 剰余金の配当 
 （前事業年度利益処分）     △136,120 △136,120   △136,120 

剰余金の配当  
（当事業年度中間配当）     △61,872 △61,872   △61,872 

 固定資産圧縮積立金の取崩 
 （前事業年度利益処分）     1,571       

固定資産圧縮積立金の取崩 
（当事業年度）     1,326       

 別途積立金の積立   500,000 △500,000       

 当期純利益     802,616 802,616   802,616 

 自己株式の取得         △21 △21 

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額(純額)             

事業年度中の変動額合計(千円) 500,000 107,521 604,623 △21 604,602 

平成19年３月31日残高(千円) 1,500,000 1,226,849 2,884,430 △8,857 6,341,705 

  
評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価差額金 繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) 264,121 － 264,121 6,001,224 

事業年度中の変動額         

 剰余金の配当 
（前事業年度利益処分）         △136,120 

剰余金の配当  
（当事業年度中間配当）         △61,872 

 固定資産圧縮積立金の崩 
（前事業年度利益処分）           

固定資産圧縮積立金の取崩 
（当事業年度）           

 別途積立金の積立           

 当期純利益         802,616 

 自己株式の取得         △21 

株主資本以外の項目の事業年 
度中の変動額(純額) △57,708 518 △57,190 △57,190 

事業年度中の変動額合計(千円) △57,708 518 △57,190 547,412 

平成19年３月31日残高(千円) 206,413 518 206,931 6,548,636 



④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度の要約キャ 
ッシュ・フロー計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー        

税引前中間(当期)純利益 
(損失：△)  339,405 386,453 1,407,038

減価償却費   39,863 48,955 86,345

貸倒引当金の増減額(減少：△)   △21,151 △9,513 △22,046

賞与引当金の増減額(減少：△)   9,500 ― 16,000

退職給付引当金の増減額 
(減少：△)  △27,094 △35,491 △70,110

役員退職引当金の増減額 
(減少：△)  9,182 △34,361 19,913

受取利息及び受取配当金   △16,187 △18,734 △19,500

支払利息   7,294 5,115 11,748

社債利息   9,200 7,751 17,886

商品評価損・廃棄損   6,578 2,524 13,845

投資有価証券評価損   ― 7,448 ―

有形固定資産売却益   △308 ― △978

有形固定資産売却・処分損   85 1,023 85

売上債権の増減額(増加：△)   1,328,844 79,219 143,647

たな卸資産の増減額(増加：△)   △567,322 △186,625 △365,524

仕入債務の増減額(減少：△)   433,076 △503,782 486,834

未払消費税等の増減額(減少：△)   △119,517 13,681 △102,017

その他   175,598 21,362 122,695

小計   1,607,045 △214,974 1,745,859

利息及び配当金の受取額   16,190 18,734 19,503

利息の支払額   △14,958 △12,500 △27,216

法人税等の支払額   △381,080 △440,142 △498,460

営業活動によるキャッシュ・フロー   1,227,197 △648,883 1,239,685



  

  

  
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度の要約キャ 
ッシュ・フロー計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー        

定期預金の払戻による収入   21,600 ― 21,600

有形固定資産の取得による支出   △1,966 △29,992 △14,659

有形固定資産の売却による収入   939 1,121 2,304

投資有価証券の取得による支出   △10,558 △3,215 △19,481

合併した企業の買収による支出   △76,886 ― △76,886

貸付けによる支出   △4,300 ― △4,800

貸付金の回収による収入   7,453 3,928 11,767

その他   18,681 △15,612 16,515

投資活動によるキャッシュ・フロー   △45,036 △43,771 △63,638

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

短期借入れによる収入   500,000 1,500,000 1,750,000

短期借入金の返済による支出   △660,000 △900,000 △1,910,000

長期借入れによる収入   ― 800,000 ―

長期借入金の返済による支出   △326,066 △157,866 △486,232

社債償還による支出   △100,000 △900,000 △200,000

配当金の支払額   △136,120 △98,996 △197,992

財務活動によるキャッシュ・フロー   △722,186 243,137 △1,044,224

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 △814 △1,410 △1,940

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 
(減少：△) 459,159 △450,927 129,881

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   2,176,135 2,306,016 2,176,135

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末 
(期末)残高 2,635,294 1,855,088 2,306,016

  



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１．資産の評価基準

及び評価方法 

（1）有価証券 

子会社株式及び関連会社

株式 

   移動平均法による原価

法 

(1)有価証券 

子会社株式及び関連会社

株式 

同左 

(1)有価証券 

子会社株式及び関連会

社株式 

同左 

   その他有価証券 

  時価のあるもの 

中間期末前１ヵ月

の市場価格の平均に基

づいて算定された価格

等に基づく時価法(評

価差額は全部純資産直

入法により処理し、売

却原価は移動平均法に

より算定) 

 その他有価証券 

  時価のあるもの 

同左 

 その他有価証券 

  時価のあるもの 

期末前１ヵ月の市

場価格の平均に基づ

いて算定された価格

等に基づく時価法(評

価差額は全部純資産

直入法 により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定) 

    時価のないもの 

    移動平均法による

原価法 

 時価のないもの 

同左 

 時価のないもの 

同左 

  (2) デリバティブ 

  時価法 

(2) デリバティブ 

同左 

(2) デリバティブ 

同左 

  (3) たな卸資産 

  商品……… 

先入先出法(一部商

品においては、移動

平均法)による原価

法 

  未着商品、未成工事支

出金…… 

   個別法による原価法 

(3) たな卸資産 

同左 

(3) たな卸資産 

同左 

２．固定資産の減価

償却の方法 

(1) 有形固定資産 

  定率法(ただし、平成

10年４月１日以降に取得

した建物(附属設備を除

く)については定額法)を

採用しております。 

  なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。 

  賃貸用固定資産 ７年 

  建物    ３～50年 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(1) 有形固定資産 

 定率法(ただし、平成10

年４月１日以降に取得し

た建物(附属設備を除く)

については定額法)を採

用しております。 

  なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。 

  賃貸用固定資産 ７年 

  建物    ３～50年 

（会計方針の変更） 

法 人 税 法 の 改 正

（（所得税法等の一部

を改正する法律 平成

19年３月30日 法律第

６号）及び（法人税法

施行令の一部を改正す

る政令 平成19年３月

30日 政令第83号））

に伴い、当中間会計期 

(1) 有形固定資産 

定率法(ただし、平成

10年４月１日以降に取得

した建物(附属設備を除

く)については定額法)を

採用しております。 

  なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。 

  賃貸用固定資産 ７年 

  建物    ３～50年 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

  

間から、平成19年４月１

日以降に取得したものに

ついては、改正後の法人

税法に基づく方法に変更

しております。 

これによる損益に与え

る影響は軽微でありま

す。 

（追加情報） 

  当中間会計期間から、

平成19年３月31日以前に

取得したものについて

は、償却可能限度額まで

償却が終了した翌年から

５年間で均等償却する方

法によっております。 
 これに伴い、前中間会
計期間と同一の方法によ
った場合と比べ、営業利
益が9,815千円、経常利益
が9,815千円、税引前中間
純利益9,815千円それぞれ
減少しております。 
  

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

  

  

（2）無形固定資産 

のれんについては定額
法により５年間の均等償
却を採用しております。 

  
― 

  
  
  
  

（2）無形固定資産 

     同左 

  

  
ソフトウェアについて

は定額法により社内にお
ける利用可能期間の均等
償却を採用しておりま
す。 
  

（2）無形固定資産 

     同左 

  
  

― 
  
  
  
  

３．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  売上債権、貸付金等の

貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額

を計上しております。 

  

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 賞与引当金 

  従業員に支給する賞与

に充てるため、将来の支

給見込額のうち、当中間

会計期間の負担額を計上

しております。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

  従業員に支給する賞与

に充てるため、将来の支

給見込額のうち、当期の

負担額を計上しておりま

す。 

        



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  

(3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務お

よび年金資産の見込額に

基づき、当中間会計期間

末において発生している

と認められる額を計上し

ております。 

(3) 退職給付引当金 

同左 

(3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務お

よび年金資産の見込額に

基づき計上しておりま

す。 

  

(4) 役員退職引当金 

  退任役員に支出する退

職慰労金に備えるため、

内規に基づく中間期末要

支給額を計上しておりま

す。 

― 

(4) 役員退職引当金 

― 

  

  

  

  

(追加情報) 

  当社は、取締役および

監査役の退職慰労金制度

を廃止することとし、平

成19年６月28日開催の定

時株主総会において、慰

労金の打切り支給議案が

承認可決されました。こ

れにより、当中間会計期

間において役員退職引当

金を取崩し、打切り支給

の未払い分については、

固定負債「その他」に含

めて表示しております。 

  

(4) 役員退職引当金 

退任役員に支出する退

職慰労金に備えるため、

内規に基づく期末要支給

額を計上しております。 

  

― 

４. 外貨建ての資産

及び負債の本邦通

貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、

中間決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、為替

差額は損益として処理して

おります。 

同左  外貨建金銭債権債務は、

期末日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しており

ます。 

５．リース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

同左 同左 

６．ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理によっ

ております。 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

ヘッジ手段   ヘッジ対象 

為替予約   
輸入商品の
対価 

金利スワッ
プ 

  
借入金 
  

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

  
ヘッジ手段   ヘッジ対象

同左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

  
ヘッジ手段   ヘッジ対象 

同左 



  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  

(3) ヘッジの方針 

  当社の内部規程である

為替管理規程等に基づき

為替相場の変動リスクお

よび借入金の金利変動リ

スクをヘッジしておりま

す。 

  

(4) ヘッジの有効性評価の

方法 

 ａ．為替予約 

   ヘッジ開始時から有

効性判定時点までの期

間におけるヘッジ対象

のキャッシュ・フロー

変動の累計とヘッジ手

段のキャッシュ・フロ

ー変動の累計の両者を

比較することにより評

価しております。 

(3) ヘッジの方針 

同左 

  

  

  

  

  

  

(4) ヘッジの有効性評価の

方法 

 ａ．為替予約 

同左 

(3) ヘッジの方針 

同左 

  

  

  

  

  

  

(4) ヘッジの有効性評価の

方法 

 ａ．為替予約 

同左 

  

 ｂ．金利スワップ 

   金利スワップと対象

借入金について次の条

件が一致しているた

め、有効性の評価は省

略しております。 

  ・金利スワップの想定

元本と借入金の元本 

  ・金利スワップで受払

いされる変動金利の

基礎となっているイ

ンデックスと借入金

の変動金利の基礎と

なっているインデッ

クス 

  ・金利改定のインター

バルおよび金利改定

日 

  ・金利スワップの受払

サイクルと借入金の

利払日 

 ｂ．金利スワップ 

同左 

 ｂ．金利スワップ 

同左 

７．中間キャッシュ・

フロー計算書(キャ

ッシュ・フロー計算

書)における資金の

範囲 

 中間キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な

預金および容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヵ月

以内に償還期限の到来する

短期投資からなっておりま

す。 

同左  キャッシュ・フロー計算

書における資金(現金及び

現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預

金および容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヵ月以

内に償還期限の到来する短

期投資からなっておりま

す。 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

８．その他中間財務諸

表(財務諸表)作成の

消費税等の会計処理 

 税抜方式を採用しており

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



  

ための基本となる重要

な事項 

ます。 

  



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

表示方法の変更 

  該当事項はありません。 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準第５号)及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会

計基準委員会平成17年12月９日 企

業会計基準適用指針第８号）を適用

しております。 

なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は6,007,508千円で

あります。 

また、前中間会計期間において

「資産の部」に表示しておりました

「繰延ヘッジ利益」は、当中間会計

期間から税効果調整後の金額を「評

価・換算差額等」の内訳科目の「繰

延ヘッジ損益」として表示しており

ます。 

なお、前中間会計期間の繰延ヘッ

ジ利益について、当中間会計期間と

同様の方法によった場合の金額は

20,754千円であります。 

中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間財

務諸表は、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。 

  

  

（企業結合に係る会計基準等） 

当中間会計期間から、「企業結合

に係る会計基準」（企業会計審議会

平成15年10月31日）及び「事業分離

等に関する会計基準」（企業会計基

準第７号平成17年12月27日）並びに

「企業結合会計基準及び事業分離等

会計基準に関する適用指針」（企業

会計基準適用指針第10号平成17年12

月27日）を適用しております。これ

による損益に与える影響はありませ

ん。 

  

― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等） 

当事業年度から「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準第５号)及び

「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第

８号）を適用しております。 

これによる損益に与える影響は

有りません。 

なお、従来の「資本の部」の合

計に相当する金額は6,548,118千円

であります。 

また、前事業年度において「資

産の部」に表示しておりました

「繰延ヘッジ利益」は、当事業年

度から税効果調整後の金額を「評

価・換算差額等」の内訳科目の

「繰延ヘッジ損益」として表示し

ております。 

なお、前事業年度の繰延ヘッジ

利益について、当事業年度と同様

の方法によった場合の金額は９千

円であります。 

財務諸表等規則の改正により、

当事業年度における財務諸表は、

改正後の財務諸表等規則により作

成しております。 

  

（企業結合に係る会計基準等） 

当事業年度から、「企業結合に

係る会計基準」（企業会計審議会

平成15年10月31日）及び「事業分

離等に関する会計基準」（企業会

計基準第７号平成17年12月27日）

並びに「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指

針」（企業会計基準適用指針第10

号平成17年12月27日）を適用して

おります。これによる損益に与え

る影響はありません。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

項目 
前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成19年９月30日) 

前事業年度末 
(平成19年３月31日) 

※１．有形固定資産

の減価償却累計

額 

2,706,464千円 2,754,637千円 2,739,016千円 

※２．担保資産 

  担保に供してい

る資産 

      

   上記資産のう

ち工場財団抵

当に供してい

る資産 

受取手形 

有形固定資産 
  
投資その他の 
資産 

計 

27,219千円 

335,157  

97,415  

459,792  

―千円 

323,910  

73,946  

397,857  

25,700千円 

329,333  

86,281  

441,314  

  

有形固定資産 335,157千円 323,910千円 329,333千円 

  担保付債務       

短期借入金(一
年内返済長期借
入金を含む。) 

長期借入金 

計 

135,200千円 

93,600  

228,800  

503,200千円 

295,700  

798,900  

93,200千円 

67,000  

160,200  

   上記のうち工

場財団抵当に

対応する債務 

      

短期借入金(一
年内返済長期借
入金を含む。) 

長期借入金 

計 

33,200千円 

33,600  

66,800  

434,000千円 

159,000  

593,000  

33,200千円 

17,000  

50,200  

※３．消費税等の表

示方法 

 仮払消費税等を、仮受
消費税等と相殺のうえ
「流 動 資 産」の「そ の
他」に含めて表示してお
ります。 

同左 ― 

※４.満期手形の会計

処理 

    

  

  

  

満期手形の会計処理に
ついては、手形交換日を
もって決済処理しており
ます。 
 なお、当中間会計期間
末日は金融機関の休日で
あったため、次の満期手
形が中間会計期間末日残
高に含まれております。 
受取手形 158,291千円 
支払手形 715,174千円 

満期手形の会計処理に
ついては、手形交換日を
もって決済処理しており
ます。 
 なお、当中間会計期間
末日は金融機関の休日で
あったため、次の満期手
形が中間会計期間末日残
高に含まれております。 
受取手形 306,766 千円 
支払手形 889,459 千円 

満期手形の会計処理に
ついては、手形交換日を
もって決済処理しており
ます。 
 なお、当事業年度末日
は金融機関の休日であっ
たため、次の満期手形が
当事業年度末日残高に含
まれております。 
受取手形 214,533千円 

支払手形 464,040千円 

 ５．当座貸越極度

額及びコミット

メント契約 

      

当座貸越極度額
及び貸出コミッ
トメントの総額 

1,960,000千円 ― 千円 ― 千円 

当座貸越極度額 ― 2,160,000 1,820,000 

借入実行残高 

差引額 

―

1,960,000

600,000  

1,560,000  

―  

1,820,000  



(中間損益計算書関係) 

  

  

次へ 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１．営業外収益のう

ち重要なもの 

      

受取利息 

  

594千円 1,799千円 1,642千円 

※２．営業外費用のう

ち重要なもの 

      

支払利息 

社債利息 

  

7,294千円 

9,200  

5,115千円 

7,751  

11,748千円 

17,886  

※３．特別利益のうち

重要なもの 

      

   固定資産売却益 

  

308千円 ―千円 978千円 

※４．特別損失のうち

重要なもの 

商品評価損   
商品廃棄損 

5,228千円 

1,350  

―千円 

―  

12,495千円 

1,350  

役員退職慰労金 

  

― 32,722 ― 

※５．法人税、住民税

及び事業税の表示方

法 

  

 当中間会計期間における

税金費用については、簡便

法による税効果会計を適用

しているため、法人税等調

整額は「法人税、住民税及

び事業税」に含めて表示し

ております。 

  

同左  ― 

 ６．減価償却実施額 

有形固定資産 

無形固定資産 

38,556千円 

1,306  

41,115千円 

7,935  

77,199千円 

9,145  



(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式に関する事項 

  
  

２．自己株式に関する事項 

  
  

３．新株予約権等に関する事項 

    該当事項はありません。 
  

４．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  

(2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間後となるもの 

  
  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１．発行済株式に関する事項 

  
  

２．自己株式に関する事項 

  
  

３．新株予約権等に関する事項 

    該当事項はありません。 
  

４．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  

(2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間後となるもの 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式(株) 12,400,000 ― ― 12,400,000 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式(株) 25,438 ― ― 25,438

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 136,120 11.00 平成18年３月31日 平成18年６月30日 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成18年11月13日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 61,872 5.00 平成18年９月30日 平成18年12月７日

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式(株) 12,400,000 ― ― 12,400,000 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式(株) 25,476 ― ― 25,476

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 98,996 8.00 平成19年３月31日 平成19年６月29日 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成19年11月12日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 61,872 5.00 平成19年９月30日 平成19年12月5日 



前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式に関する事項 

  
２．自己株式に関する事項 

（変動の事由の概要） 
増加数の主な内訳は、次の通りであります。 
単元未満株式の買取りによる増加  38株 
  

３．新株予約権等に関する事項 

    該当事項はありません。 
  

４．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

  

 (中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

次へ 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株) 12,400,000 ― ― 12,400,000 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株) 25,438 38 ― 25,476

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 136,120 11.00 平成18年３月31日 平成18年６月30日 

平成18年11月13日 
取締役会 

普通株式 61,872 5.00 平成18年９月30日 平成18年12月７日 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 98,996 8.00 平成19年３月31日 平成19年６月29日

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

(平成18年９月30日現在) 

  

 当中間会計期間中に吸収合併した

アルファトレーディング株式会社の

資産及び負債の内訳並びに買収のた

めの支出額（純額）との関係は次の

とおりであります。 

現金及び預金勘定 2,635,294千円

預入期間が３ヵ月を
超える定期預金 

― 

現金及び現金同等物 2,635,294 

流動資産 71,086千円 

流動負債 △66,480   

のれん 78,393   

買収価格 83,000   

現金及び現金同等物 △6,114   

差引：買収のための 76,886千円 

支出額    

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

(平成19年９月30日現在) 

  

― 

現金及び預金勘定 1,855,088千円

預入期間が３ヵ月を
超える定期預金 

―

現金及び現金同等物 1,855,088 

 現金及び現金同等物の期末残高と

貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

(平成19年３月31日現在) 

  

当事業年度に吸収合併したアルフ

ァトレーディング株式会社の資産及

び負債の内訳並びに買収のための支

出額（純額）との関係は次のとおり

であります。 

現金及び預金勘定 2,306,016千円

預入期間が３ヵ月を
超える定期預金 

― 

現金及び現金同等物 2,306,016 

流動資産 71,086千円 

流動負債 △66,480   

のれん 78,393   

買収価格 83,000   

現金及び現金同等物 △6,114   

差引：買収のための 76,886千円 

支出額    



(リース取引関係) 

  

  
  
前へ   次へ 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 リース物件の所有

権が借主に移転する

と認められるもの以

外のファイナンス・

リース取引 

１．リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計額

相当額及び中間期末残高

相当額 

１．リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計額

相当額及び中間期末残高

相当額 

１．リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当

額 

  

  

取得価
額相当
額 

(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 

(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

有形固
定資産 
その他 

186,933 82,110 104,823

無形固
定資産 
( ソ フ
トウェ
ア) 

45,791 19,004 26,787

合計 232,725 101,114 131,610

取得価
額相当
額 

(千円)

減価償
却累計
額相当
額 

(千円)

中間期
末残高
相当額
(千円)

有形固
定資産
その他

173,624 79,376 94,247

無形固
定資産
 (ソフ
トウェ
ア) 

59,011 28,802 30,208

合計 232,635 108,179 124,456

取得価
額相当
額 

(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 

(千円) 

期末残
高相当
額 

(千円) 

有形固
定資産
その他

178,404 67,925 110,478 

無形固
定資産
 (ソフ
トウェ
ア) 

46,684 22,909 23,774 

合計 225,089 90,835 134,253 

  ２．未経過リース料中間期

末残高相当額 

１年内 40,916千円

１年超 93,837 

合計 134,754 

２．未経過リース料中間期

末残高相当額 

１年内 44,883千円

１年超 82,933 

合計 127,817 

２．未経過リース料期末残

高相当額 

１年内 42,406千円

１年超 94,976 

合計 137,382 

  ３．支払リース料、減価償

却費相当額及び支払利息

相当額 

支払リー 
ス料 

24,550千円

減価償却 
費相当額 

23,287千円

支払利息 
相当額 

1,459千円

３．支払リース料、減価償

却費相当額及び支払利息

相当額 

支払リー
ス料 

23,118千円

減価償却
費相当額 

21,931千円

支払利息
相当額 

1,372千円

３．支払リース料、減価償

却費相当額及び支払利息

相当額 

支払リー 
ス料 

47,348千円

減価償却 
費相当額 

44,919千円

支 払利息
相当額 

2,729千円

  ４．減価償却費相当額の算

定方法 

  リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零とす

る定額法によっておりま

す。 

４．減価償却費相当額の算

定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算

定方法 

同左 

  ５．利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース

物件の取得価額相当額の

差額を利息相当額とし各

期への配分方法について

は、利息法によっており

ます。 

  

５．利息相当額の算定方法 

同左 

  

５．利息相当額の算定方法 

同左 

  

  (減損損失について) 

  リース資産に配分され

た減損損失はありませ

ん。 

(減損損失について) 

同左 

(減損損失について) 

同左 



(有価証券関係) 

前中間会計期間末（平成18年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間貸借対照表計上額 

  

当中間会計期間末(平成19年９月30日現在) 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間貸借対照表計上額 

  

前事業年度末（平成19年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額 

  

(デリバティブ取引関係) 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

種類 取得原価(千円) 
中間貸借対照表計上額 

(千円) 
差額(千円) 

(1) 株式 666,919 1,028,786 361,867 

(2) その他 ― ― ― 

合計 666,919 1,028,786 361,867 

種類 中間貸借対照表計上額(千円) 

(1) 子会社株式及び関連会社株式   

子会社株式 72 

関連会社株式 125,000 

(2）その他有価証券   

非上場株式 6,311 

種類 取得原価(千円) 
中間貸借対照表計上額 

(千円) 
差額(千円) 

(1) 株式 665,724 857,388 191,663 

(2) その他 ― ― ― 

合計 665,724 857,388 191,663 

種類 中間貸借対照表計上額(千円) 

(1) 子会社株式及び関連会社株式   

子会社株式 72 

関連会社株式 125,000 

(2）その他有価証券   

非上場株式 18,311 

種類 取得原価(千円) 
貸借対照表計上額 

(千円) 
差額(千円) 

(1) 株式 669,956 1,017,981 348,024 

(2) その他 ― ― ― 

合計 669,956 1,017,981 348,024 

種類 貸借対照表計上額(千円) 

(1) 子会社株式及び関連会社株式   

子会社株式 72 

関連会社株式 125,000 

(2）その他有価証券   

非上場株式 18,311 



ヘッジ会計が適用されているため、該当事項はありません。 

  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

ヘッジ会計が適用されているため、該当事項はありません。 

  

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

ヘッジ会計が適用されているため、該当事項はありません。 

  

(持分法損益等) 
  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（企業結合等関係） 

  前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 
１. 被取得企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業結合日、企業結合の法的形式、結合後の企業

の名称 
（１）被取得企業の名称及び事業の内容 

アルファトレーディング㈱ 産業機械輸入販売 
 （２）企業結合を行った主な理由 

  
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

関連会社に対する投資
の金額(千円) 

125,000 125,000 125,000 

持分法を適用した場合
の投資の金額(千円) 

318,089 346,263 376,056 

持分法を適用した場合
の投資利益又は投資損
失(△)の金額(千円) 

△28,445 △29,793 29,521 



    新規商品の導入育成と市場拡大を目的としております。 
  （３）企業結合日 
     平成18年９月30日 
  （４）企業結合の法的形式 
     吸収合併 
  （５）結合後企業の名称 
     ラサ商事株式会社 
２. 中間財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間 
   平成18年９月30日現在残高 
３. 被取得企業の取得原価及びその内訳 
   取得に直接要した支出      83,000千円 
４. 発生したのれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間 

（１）のれんの金額       78,393千円 
（２）発生原因 
   輸入製品に関する有力な仕入先の確保及びその各種技術ノウハウの取得等 
（３）償却の方法及び償却期間     ５年間の均等償却 

５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内容 
   （１）資産の部 

   （２）負債の部 

６．取得原価のうち研究開発費等に配分され費用処理された金額及びその科目名 

   該当事項はありません。 

７．企業結合が中間会計期間の開始の日に完了したと仮定した場合の当中間会計期間の中間損益計算書に及ぼす影響額

の概算額 

     売上高           78,278千円 

     営業損失          19,059〃 

     経常損失          18,976〃 

     税引前中間純損失      18,976〃 

     中間純損失         19,354〃 

     1株当たり中間純損失     1.56円 
（概算額の算定方法及び重要な前提条件） 

    被取得企業の期末損益計算書を基準とした当中間会計期間に該当する期間を月割按分した金額を基に概算計上

しております。 

    なお、被取得企業は監査法人による監査証明は受けておりません。 

  

  当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

    該当事項はありません。 

  

  前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１. 被取得企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業結合日、企業結合の法的形式、結合後の企業

の名称 

（１）被取得企業の名称及び事業の内容 

アルファトレーディング㈱ 産業機械輸入販売 

 （２）企業結合を行った主な理由 

    新規商品の導入育成と市場拡大を目的としております。 

  （３）企業結合日 

     平成18年９月30日 

  （４）企業結合の法的形式 

     吸収合併 

預金 6,114千円
受取手形 13,871〃 

売掛金 11,907〃 

たな卸資産 12,591〃 

その他 26,601〃 

合計 71,086千円
  
  

 

買掛金 11,350千円

短期借入金 51,000〃 

その他 4,130〃 

合計 66,480千円



  （５）結合後企業の名称 

     ラサ商事株式会社 

２. 財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間 

   平成18年９月30日現在残高 

３. 被取得企業の取得原価及びその内訳 

   取得に直接要した支出      83,000千円 

４. 発生したのれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間 

（１）のれんの金額       78,393千円 

（２）発生原因 

   輸入製品に関する有力な仕入先の確保及びその各種技術ノウハウの取得等 

（３）償却の方法及び償却期間     ５年間の均等償却 

５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内容 

   （１）資産の部 

   （２）負債の部 

６．取得原価のうち研究開発費等に配分され費用処理された金額及びその科目名 

   該当事項はありません。 

７．企業結合が当事業年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当事業年度の損益計算書に及ぼす影響の概算額 

     売上高           78,278千円 

     営業損失          19,059〃 

     経常損失          18,976〃 

     税引前当期純損失      18,976〃 

     当期純損失         19,354〃 

     1株当たり当期純損失     1.56円 
（概算額の算定方法及び重要な前提条件） 

    被取得企業の期末損益計算書を基準とした当事業年度に該当する期間を月割按分した金額を基に概算計上して

おります。 

なお、被取得企業は監査法人による監査証明は受けておりません。 

  

  

預金 6,114千円

受取手形 13,871〃 

売掛金 11,907〃 

たな卸資産 12,591〃 

その他 26,601〃 

合計 71,086千円

買掛金 11,350千円

短期借入金 51,000〃 

その他 4,130〃 

合計 66,480千円



(１株当たり情報) 
  

(注) 算定上の基礎 

１．１株当たり純資産額 

  

  

  

  

２．１株当たり中間(当期)純利益金額 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

前へ     

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 485.68円 １株当たり純資産額 531.44円 １株当たり純資産額 529.20円

１株当たり中間純利益 
金額 

15.50円
１株当たり中間純利益
金額 

17.79円
１株当たり当期純利益 
金額 

64.86円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式がないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式がないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式がないため記載しておりません。 

項目 
前中間会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

純資産の部の合計額（千円） 6,010,150 6,576,317 6,548,636 

普通株式に係る純資産額(千円) 6,010,150 6,576,317 6,548,636 

普通株式の発行済株式数（千株） 12,400 12,400 12,400

普通株式の自己株式数（千株） 25 25 25 

1株当たり純資産の算定に用いられた普通株式

の数（千株） 
12,374 12,374 12,374 

項目 
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

１株当たり中間(当期)純利益 

中間(当期)純利益(千円) 191,903 220,171 802,616 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― ― 

普通株式に係る中間(当期)純利益 
(千円) 

191,903 220,171 802,616

期中平均株式数(千株) 12,374 12,374 12,374 



(2) 【その他】 

第106期（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）中間配当については、平成19年11月12日開催の取締役会

において、平成19年９月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとおり中

間配当を行うことを決議いたしました。 

① 中間配当の総額                 61,872千円 

② １株当たり中間配当金               ５円00銭 

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日  平成19年12月５日 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

  事業年度 第105期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)平成19年６月28日関東財務局長に提出 

 （2）有価証券報告書の訂正報告書 

    事業年度 第105期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)平成19年７月４日関東財務局長に提出 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月14日

ラサ商事株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているラサ商

事株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第105期事業年度の中間会計期間(平成18年４月１日から平

成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及

び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、ラサ商事株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成18年４月１

日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  

以 上 

  

    
  

監査法人 大手門会計事務所 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  植木 暢茂  印 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  岩崎 哲士  印 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  武川 博一  印 

  
(注)上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してお

ります。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

平成19年12月13日

ラサ商事株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるラサ商事株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第106期事業年度の中間会計期間(平成19年４月

１日から平成19年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変

動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、ラサ商事株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成19年４月１

日から平成19年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  

以 上 

  

監査法人 大手門会計事務所 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  岩崎 哲士  印 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  武川 博一  印 

  
(注)上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してお

ります。 


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４経営上の重要な契約等
	５研究開発活動

	第３設備の状況
	１主要な設備の状況
	２設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)ライツプランの内容
	(4)発行済株式総数、資本金等の状況
	(5)大株主の状況
	(6)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該中間会計期間における月別最高・最低株価
	３役員の状況

	第５経理の状況
	中間財務諸表等
	(1)中間財務諸表
	①中間貸借対照表
	②中間損益計算書
	③中間株主資本等変動計算書
	④中間キャッシュ・フロー計算書

	(2)その他

	第６提出会社の参考情報

	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/42
	pageform2: 2/42
	form1: EDINET提出書類  2007/12/14 提出
	form2: ラサ商事株式会社(401082)
	form3: 半期報告書
	pageform3: 3/42
	pageform4: 4/42
	pageform5: 5/42
	pageform6: 6/42
	pageform7: 7/42
	pageform8: 8/42
	pageform9: 9/42
	pageform10: 10/42
	pageform11: 11/42
	pageform12: 12/42
	pageform13: 13/42
	pageform14: 14/42
	pageform15: 15/42
	pageform16: 16/42
	pageform17: 17/42
	pageform18: 18/42
	pageform19: 19/42
	pageform20: 20/42
	pageform21: 21/42
	pageform22: 22/42
	pageform23: 23/42
	pageform24: 24/42
	pageform25: 25/42
	pageform26: 26/42
	pageform27: 27/42
	pageform28: 28/42
	pageform29: 29/42
	pageform30: 30/42
	pageform31: 31/42
	pageform32: 32/42
	pageform33: 33/42
	pageform34: 34/42
	pageform35: 35/42
	pageform36: 36/42
	pageform37: 37/42
	pageform38: 38/42
	pageform39: 39/42
	pageform40: 40/42
	pageform41: 41/42
	pageform42: 42/42


